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序　　　　　文

　日本国政府は、マレーシア政府の要請に基づき、マレーシア固形廃棄物減量化計画調査を実施

することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施することとしました。

　当機構は本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成16年２月29日か

ら同年３月18日までの19日間にわたり、福岡大学工学部教授の松藤康司氏を団長とする事前調

査団（S／W協議）を現地に派遣しました。

　調査団は本件の背景を確認するとともに、マレーシア政府の意向を聴取し、かつ現地踏査の結

果を踏まえ、本格調査に関する S／Wに署名しました。

　本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　　平成 16年６月

独立行政法人国際協力機構
理事　北原　悦男











略　　語　　表

製品名等

ABS Acrylonitrile-Butadiene-Stylene

BW Black and White

DLK Double Lined Kraft

EPS Expanded Polystyrene

E-Waste Electronic Waste

GPPS General Purpose Polystyrene

HIPS High Impact Polystyrene

MC Mixed Color

MNL Manila Papar

MW Mixed White

NP Newsprint

PC Polycarbonate

PE-HD High Density Polyethylene

PE-LD Low Density Polyethylene

PET Polyethylene Terephthalate

PMMA Polymethyl Methacrylate (Acrylic)

PP-Co Polypropylene Copolymer

PP-Ho Polypropylene Homopolymer

PPPUE Public-Private Partnerships for the Urban Environment

PVC Polyvinyl Chloride

PW Pure White

WB White B

組織名等

BCOC Biodiversity Community Outreach Center

BOT Balance of Time

CBO Community-based Organization

CIDB Construction Induce Development Board

DANIDA Danish International Development Assistance

DLG Department of Local Government

DID Department of Irrigation and Drainage

DOE Department of Environment

EIA Environment Impact Assessment

ESD Division of Engineering Services

EPU Economic Planning Unit

GEF Global Environment Facility

KCC Kuching Community Center



KPKT Kementerian Perumahan dan Kerajaan Tempatan (Malay=MHLG)

LESTAR Institute for Environment and Development

LGA Local Government Act

MENGO Malaysian Environmental NGOs

MHLG Ministry of Housing and Local Government

MOH Ministry of Health

8MP 8th Malaysian Plan

MPPP Penanag Island Municipal Council

MRF Material Recovery Facility

MSW Management of Solid Waste

NGO Non-government Organization

NREB National Resources Environment Board

NSP National Strategic Plan

OPP3 Outline Third Perspective Plan

PJCC Petaling Jaya Community Center

RM Malaysian Ringgit

SBDA Street, Building Drainage Act

SEDC State Economic Development Corporation

SEPU State Economic Planning Unit

SERI Socio-Economic & Envirommental Research Institute

SPC State Planning Committee

SWM Solid Waste Management

SWMSB Southern Waste Management Sdn Bhd

TrEEs Treat Every Environment Special
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第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景

　マレーシアでは、1980年代中旬以降、積極的な工業化政策、都市化政策を押し進め、中進国に

位置づけられるまでに成長している。一方で、経済発展に伴う都市化の進展、国民の生活様式の

多様化等により、廃棄物の量も年々増加し、処理コストの増大や埋め立て処分場の確保等の問題

が生じている。　　

　そこで同国は、第８次国家開発計画において「廃棄物の削減、再利用の促進」「循環型社会を促

進」「リサイクルに係るモデル事業の実施」等を今後の方針として掲げ、住宅地方自治省（MHLG）

は、本計画の下、リサイクル用ボックスの設置（分別収集）、住民啓発活動、リサイクルセンター

の整備等のプログラムを2000年よりモデル的に開始した。また「Local Agenda 21」 のパイロッ

トプロジェクトの実施等、住民参加によるリサイクル活動の促進を図っているところである。

　しかしながら、体系的なリサイクルシステムはいまだ構築されておらず、取り組みは緒につい

たばかりである。

　マレーシア政府はこのような現状を改善し、固形廃棄物発生量の削減を図るため、固形廃棄物

減量化マスタープラン（M／P）の策定、リサイクル活動への住民参加の促進に係るアクション

プラン（A／P）の策定等を主な内容とする開発調査を我が国に要請してきた。これを受けて我

が国は、2004 年３月に事前調査団を派遣した。

１－２　事前調査の目的

（1）本件開発調査の意義を明確にするとともに、マレーシアにおける固形廃棄物減量化の現状と

問題点を把握し、本件調査での重点課題を明確にする。

（2）本件開発調査に係る先方実施機関、調査対象地域、及び調査対象となる固形廃棄物を明確に

し、当該機関の調査実施体制、移行及び計画を実施（事業化）するための能力を確認する。

（3）本件開発調査において策定される計画（固形廃棄物減量化M／ P）の利用目的、受益者を明

確にする。

（4）本件開発調査のアウトプット（計画の諸要素）、方向性及び内容を検討する。

（5）本件開発調査に必要なデータ（既存資料及び実測）の賦存状況及び利用可能性を調査すると

ともに、収集及び収集方法を明確にする。

（6）マレーシア側との合意事項をまとめ、実施細則（Scope of Works：S ／ W）にまとめる。

１－３　調査団の構成

氏　名

松藤　康司

平井　久和

村田　卓弥

大森　宏

担当分野

総括／廃棄物管理計画

廃棄物管理行政／

環境教育

調査企画／

事前評価

リサイクル／

廃棄物処理

派遣期間

３月８日～３月14日

３月４日～３月11日

２月29日～３月12日

２月29日～３月19日

所　　属

福岡大学 工学部 土木工学科 教授

東京都立亀戸技術専門校 教務課 課長

補佐

JICA 社会開発調査部 社会開発調査

第二課

株式会社 テクノソフト

代表取締役
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１－４　調査日程

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

月　日

２月 29日

３月 １日

３月 ２日

３月 ３日

３月 ４日

３月 ５日

３月 ６日

３月 ７日

３月 ８日

３月 ９日

３月 10日

３月 11日

３月 12日

３月 13日

３月 14日

３月 15日

３月 16日

３月 17日

３月 18日

３月 19日

曜日

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

調査日程

成田→クアラルンプール（村田、大森）JL723

JICA事務所表敬、MHLG表敬

MHLGとの事前打合せ

経済企画庁（EPU）表敬

環境局（DOE）訪問、Putrajaya現地踏査

Alam Flora 社訪問

Southern Waste Management 社訪問

Petaling Jaya 市　訪問、現地踏査

Federation of Malaysia Consumers Association 訪問

MHLG 協議

成田→クアラルンプール（平井）JL723

国連開発計画（UNDP） 訪問

Pulp and Paper Manufacturers Association 訪問

資料整理

資料整理

クアラルンプール→ペナン（平井、村田、大森）

SERI 訪問、ペナン市役所訪問

ペナン→クアラルンプール（平井、村田、大森）

オークランド→クアラルンプール（松藤）MH136

S／W協議

日本貿易振興会（JETRO）、国際協力銀行（JBIC ）訪問

Glass Manufacturers Association of Malaysia 訪問

Malaysia Plastic Manufacturers Association 訪問

デンマーク大使館訪問

日本大使館報告

保健省（MOH）訪問、S／W協議、S／W署名

JICA事務所報告、EPU（Social Service Section）訪問

クアラルンプール→東京（村田）JL724

補足調査、資料調査

クアラルンプール→香港CX720→福岡（松藤）JL754

資料整理

資料整理

補足調査、資料整理

補足調査、資料整理

補足調査、資料整理

補足調査、資料整理

クアラルンプール→成田（大森）JL724
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第２章　協議の概要

２－１　協議概要

（1）関係機関表敬

　　2004 年３月１日（月）に JICA事務所に表敬訪問し、今次調査の目的、日程の説明を行い、

助言をいただいた。また同日の午後にMHLGを表敬し、各機関から本調査への期待が寄せられ

た。そのほか、調査日程表のとおり、今次調査に関係のある各機関を表敬し、調査の目的、調

査への協力依頼を実施した。

（2）S ／W協議結果の概要

　　３月９日（火）に MHLG、EPU、教育省（Ministry of Education：MOE）と本調査に係る

S／Wについて協議を行い、11日（木）調査団とMHLGとの間でS／Wに署名した。主要な

協議内容は以下のとおりである。

1） 調査対象範囲

　　先方から今次調査の対象範囲についてサバ、サラワク州も含めたマレーシア全土を範囲と

する旨要請があった。この点に関し、調査団側は、サバ、サラワクの特殊な事情（連邦政府

と州政府の関係が半島マレーシアと異なること、リサイクル及び廃棄物管理に係る情報を連

邦政府が半島マレーシアに関し、十分に把握していないこと等）にかんがみ、MHLGが両州

の減量化に係る必要な資料の収集及び、両州との打合せ等の必要な調整を積極的に補助

（facilitate）することを条件として、調査対象範囲に含めることで了承した。この点に関し

MHLGも合意した。また、調査団側として、サバ、サラワクについては、データの収集状況

に応じ、調査内容（深度）が半島部と異なる可能性があることを申し伝え、詳細については、

本格調査開始後、両者で協議することで合意した。

2） 調査対象廃棄物

　　MHLGより、今次調査の調査対象廃棄物として、家庭系、事業系一般固形廃棄物以外に、

家電、電池などの家庭系有害廃棄物（Household Hazardous Waste１）と建設廃材（Construction

Waste）も調査の対象とする旨要請があった。この件に関して、調査団は家庭系有害廃棄物

については調査の対象範囲とするが、建設廃材については検討し、別途回答することとし、

MHLG の了承を得た。

3） 廃棄物減量化の定義について

　　協議の結果、両者の間で、Waste Minimization の範疇を 3R（Reduce、Reuse、Recycle）と

することで合意した。3Rの定義については一般的な定義として協議議事録（M／M：付属

資料２．参照）のとおりとすることで合意したが、詳細については本格調査開始時に決定す

ることとした。また、「ゴミの発生回避（Refuse）」についても、本格調査の中で検討するこ

とを確認した。

4） マレーシア固形廃棄物管理戦略計画（National Strategic Plan on Solid Waste Management：

NSPSWM）と本調査の整合性

１ 　マレーシアにおいては、家電、電池等の廃棄物は一般廃棄物（MHLG所管）とも有害廃棄物（環境局所管）とも位置づけられ

ていない。現状は、一般廃棄物とともに回収され、最終処分場で埋め立てられている。
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　　調査団より、将来的にマレーシア固形廃棄物管理における最上位計画である、NSPSWMが

現在マレーシア国会で審議中（2006年８月に認可予定）であることにふれ、本調査の国家計

画としての位置づけから、両計画の整合性をとる必要性を強調した。MHLG はこの点に関

し、調査期間を通じ、マレーシア側で両計画の整合性をとることで合意した。この点につい

て、本調査の位置づけの重要性から、EPUより、本調査のステアリングコミッティーをEPU

が主催する旨の申しつけがあり、調査団は了承した。

5） カウンターパート（C ／ P）の配置

　　調査団より、本件調査の目的の１つが廃棄物管理部門の組織、人材強化であることを説明

し、MHLGが固形廃棄物減量化計画策定の主体となるべきことを協調した。係る理由から、

本格調査開始までにMHLGからC／Pを正式に任命し、JICAマレーシア事務所宛に公式な

レターで通知する旨要請した。また調査期間中に決定されるパイロットプロジェクト実施都

市、機関からも、必要に応じC／ Pを任命してもらうよう要請した。この点に関し、MHLG

は了承した。

6） セミナー、ワークショップの開催

　　両者で調査期間中に関係機関等に対し、セミナー、ワークショップを実施することで合意

した。ワークショップについては、会場費（マレーシア政府研修施設の借上費）、記念品等

については先方が負担する旨要請した。MHLGよりこの点については、本格調査開始時に決

定する旨回答があり、調査団は了承した。

7） PR 活動

　　調査団より、ゴミの減量化は、住民のゴミに関する知識、意識をいかに向上させるかが、

減量化の実効性を確保する前提条件であることを強調し、この点についてMHLG も同意し

た。係る理由から、調査団は調査期間中から、テレビ、新聞等のマスメディアを利用した広

報活動を展開することを提案した。この点に関しては、先方から基本的には同意するが、詳

細については本格調査開始時に決定する旨回答があり、調査団は了承した。

（3）現場視察概要

　　マテリアルフローの概要を把握するとの観点から、回収業者、中継施設、最終処分場、リサ

イクル工場を視察した。また、広報活動の現状を把握するとの観点から、環境教育の現場を視

察した。現地視察ついては３－２－４「固形廃棄物減量化における各種プレーヤーの現況」で

詳述することとする。

２－２　S／W協議の結果

　S／W協議に基づき、

（1）調査名称

　　調査名称は次のとおり合意した。

　　英文名：“ The Study on Waste Minimization in Malaysia”

　　和文名：「マレーシア固形廃棄物減量化計画調査」とした。

（2）調査目的

1）NSPSWMに沿った固形廃棄物減量化を促進するためのM／ P、A／ P、ガイドラインの策
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定

2）マレーシア連邦政府及び地方自治体の廃棄物関連部局のキャパシティビルディング

（3）調査範囲

　　マレーシア全土

（4）調査項目

　　調査項目については、基本的にすべて理解が得られ、当初 S ／ W案どおり合意した。

　詳細については付属資料 S ／W参照。

（5）調査期間

　　18 か月
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２　Information Malaysia 2002 Yearbook, p7

３　Information Malaysia 2002 Yearbook, p501

第３章　現状と課題

３－１　マレーシアの概要

３－１－１　自然条件２

（1）マレーシアの地勢

　　半島マレーシアは、主山脈がタイ国境から Negeri Sembilan まで広がり、半島を西と東に

分離している。Kelantan州、Terengganu州、Pahang州の大部分は山岳地域であり、半島最高

峰のGunung Tehan （2,187m）を擁している。国の位置と多雨のため多くの河川があり、半

島の州の名前は、ほとんどすべて主な河川の名前がつけられている。そのなかでも最も長い

河川は、Sugai Pahang （475km）で、次が Sungai Perak （400km）である。

　　Sarawak州とSabah州の河川は半島の河川よりも距離が長い。最長河川は、Rejang of Sarawk

（563km）で、小さな船は、河口から 160km上流のKapit まで航行できる。Sabah 州の中心山

脈はCrocker山脈（標高457～914m）で、北西海岸の低地を内陸から分離している。Crocker

山脈は、マレーシアと東南アジア最高峰Kinabalu山（標高4,101m）がある。Sarawak州には

Murud 山（2,435m）と世界で最も大きな洞穴を擁するMulu 山（2,371m）がある。

　　マレーシアの５分の４は熱帯雨林で覆われている。稲作はマレーシア全般で行われている

が、伝統的中心地域は、Pelis 州、Kedah 州、Pinag 島である。大規模に稲作を行っている地

域は、Perak州、Selangor州、Kelantan 州である。ゴムとパーム油の栽培が盛んな地域は、半

島西海岸に位置している。西海岸には、主なスズの鉱脈がある。

（2）気候条件

　　マレーシアは、熱帯地域に属する。気象は、年間を通じて交代で発生する北東モンスーン

と南西モンスーンの影響を受けている。北東モンスーンは、11月と３月の間に発生し、南西

モンスーンは５月から９月に発生する。南西モンスーンの期間は乾季となる。熱帯であるた

め、年間平均気温は26℃と高い。昼間の温度変化は約７℃である。地域的温度差は大きく、

例えばCameron Highlandsは、平均温度18℃、年間降水量2,500mm以上であるが、一方Kuala

Lumpur は 27℃、2,410mmである。海岸線近くは、陸からと海からの風により温度を緩和化

される。半島は周りが海に囲まれているため、均一な気象である。朝は一般的に晴れてい

て、午後遅くに対流による降雨がありしばしば雷を伴う。湿度は、高温と高蒸発率のため約

80％と高い。降雨は 2,500mm 以上と多い。

３－１－２　社会・経済

（1）社　会３

　　マレーシアの人種別人口構成を、表３－１に示す。マレー系が 62％、中国系 27％、イン

ド系８％である。
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表３－５　マレーシア連邦予算部門別内訳（第８次５か年計画）

部　門

農　業

商業・工業

輸送・通信

エネルギー

水資源

研究開発

教育訓練

健　康

住宅開発

防衛関連

警察等

金額（RM）

7,900,000

10,300,000

22,000,000

2,600,000

6,000,000

1,600,000

22,700,000

5,500,000

4,200,000

8,750,000

2,000,000

備　考

灌漑、洪水削減、食

料増産

資金援助、研究開

発基盤整備、情報

技術、技術修得

サービス能力増強

うち、92万6,000RM

は S a r a w a k 州の

Bakun発電所

水不足解消（特に

Klang Valley）

R&D結果の商業化

等

将来性ある学生の

育成

新地方診療所 172

か所

国防力強化

法と秩序の遵守

Putrajaya 開発を含

む

３－１－４　マレーシアにおける廃棄物処理の概要10

　マレーシアの都市廃棄物は、住宅、商業、公共部門、公共設備清掃、庭、粗大ゴミ等で構成さ

れ、いずれも最終的には、埋立地に運ばれる。そのほかの埋立地に持ち込まれる廃棄物として

は、産業廃棄物（特に非有害廃棄物）、建設廃棄物、港湾廃棄物及びその他特別廃棄物（中古タ

イヤ）がある。

　都市廃棄物の収集方法には主に２つの形式がある。第１は、地方自治体又は収集受託企業が、

住宅、店舗と公共の場所（学校、市場）から廃棄物を定常的に収集する。第２は、ホテル、事務

所、ショッピングセンター等の大規模商業・公共施設が、廃棄物収集受託企業と廃棄物収集に関

する特別な調整を行って収集する方法である。都市廃棄物は、産業廃棄物に比べて量が安定して

いる。

　住宅廃棄物には、電池、期限を過ぎた医薬品、鉛含有ペンキ、重金属含有電球、PVC製品等の

10　Draft Technical Working Paper - Waste Component provided by PE Research

大部門

経済部門

社会部門

安全部門

一般管理部門

合　計

金額（RM）

50,500,000

37,500,000

10,800,000

11,200,000

110,000,000

比率（％）

45.9

34.1

9.8

10.2

100.0



－ 11 －

有害成分が含まれている。それらは有害であり、通常の収集とは分離して収集されなければなら

ない。現在の地方自治体サービスには、それらを扱うシステムはない〔Penang州では、電池、電

球の収集を開始している。３－２－４　（3） 2）参照〕。

３－１－５　環境・廃棄物及び地方自治に係る法制度11

　マレーシアでは、固形廃棄物はLocal Government Act （LGA Act 171, 1976）又はStreet, Building

Drainage Act （SBDA Act 133, 1974）等の法律では明確に定義されていない。LGA の主たる狙

いは、迷惑行為（障害、迷惑、犯罪、危害、危険または損害を引き起こす行為、怠慢、物）と清

掃である。

　SBDAでは、所有者がその施設を清潔することとしているが、清潔の定義がない。建設資材を

公共の場に残すことは違反であるが、廃棄物が定義されていない。

　廃棄物は、それぞれの地方自治体の条例（By-laws）により定義されている。（廃棄物収集・除

去と処理条例：Refuse Collection and Disposal By-Laws） しかしながら、その内容は表３－６に示

されるとおり、問題点と州による矛盾点がある。統合的廃棄物処理に関するガイドラインが必要

である。

表 ３－６　条例の問題点

３－２　調査対象地域の廃棄物減量化の現状と課題

３－２－１　財政・組織・制度12

（1） Vision 2020等13

　　Vision 2020 は、マレーシアの長期開発計画である。1990 年に初めて発表され、主要９項

目のなかには、環境問題も含まれている。また、OPP3 は、マレーシアの環境に調和した持

続性ある開発を規定している。また、第８次マレーシア計画（2001 ～ 2005）も環境と天然

資源の適正管理について規定している。

11　Draft Technical Working Paper - Waste Component provided by PE Research

12　Solid Waste Sector Stakeholder Consultation Workshop, 19 August 2003

　　Economic Planning Unit: YM Dato’Zaharaton binti Raja Zainai Abidin

13　Draft Technical Working Paper - Waste Component provided by PE Research

条例の内容

家庭と園芸廃棄物はビニール袋に入れる

公共施設の清掃作業

排水について

ビル・商業施設・産業廃棄物

Sabah州中心課題

Sarawak州中心課題

問題点

袋の大きさ、重さ、分別問題について規定はない

包含されていない

スラッジの取り扱いが示されていない

地方自治体の廃棄場所で廃棄しなければならない

収集サービスは適用されていない

節約、衛生、公共の場所でのゴミ棄て防止

清潔、公衆衛生





－ 13 －

棄物管理政策である。固形廃棄物政策は、組織強化、持続性ある総合的廃棄物管理、国民の

意識高揚に焦点をあてなくてはならない。

　　マレーシアは、固形廃棄物管理に関する制度的枠組みを確立する必要がある。そのために

は、総合的固形廃棄物管理法制度と確立する必要がある。固形廃棄物管理に関する国家政策

（NSP）は、目的、政策、成果について優先順位づけと参画者による共有された理解が必要で

ある。また、政府は固形廃棄物管理について、民間、共同体及び NGOとの協働が必要であ

る。

（4） 廃棄物行政に係る連邦、州、自治体の権限関係

　　政府の役割は、今後単なるサービス提供から民間企業の規制と監視に変化してくる。

表３－７　固形廃棄物管理に関する政府機関の役割分担16

16　Draft Technical Working Paper - Waste Component provided by PE Research

17　Economic Report 2000/2001, Ministry of Finance

連邦政府

地方自治体

技術機関

財政計画、委託企業の規制、民営化、セクター評価

政策立案

住民の意識高揚プログラム実施、法の施行、実行状況

の監視と指導、データ収集と報告、共同体及びNGOと

の協働

固形廃棄物管理法案達成状況監視、固形廃棄物減量化

政策、住民の意識高揚プログラム策定、技術アセスメ

ント、評価能力

（5） 廃棄物行政の予算配分等

　　予算関連の情報は、Penang州を除き、入手できなかった。参考までに、マレーシアの国家

予算の推移を表３－８に示す。17 最新のデータではないため、今後 2002 年以降の情報を入

手する必要がある。歳入歳出とも着実に増加している。

　　また、国家支出の内訳を表３－９に示した。このうち廃棄物に関連すると思われる項目

は、住宅、農業と地方開発、公共サービスでありその推移を図３－４に示す。固形廃棄物関

連の予算はどの項目が対応するのか今後確認する必要がある。

政策と戦略立案

固形廃棄物の管

理監視と施行

操業基準と同様な

課題
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表３－ 10　分別排出・分別収集・運搬、中継施設・処分場におけるゴミ分別の現況

３－２－３　リサイクル主要品目マテリアルフローの概況

（1） マレーシアにおける固形廃棄物の発生量と回収量

　　マレーシアの固形廃棄物の発生量は、2002 年MHLGの推算によると、約１万 7,000t ／日で

ある。18 また、8MPの中間見直しによると半島の固形廃棄物発生量は、１万 7,550t ／日となっ

ている。19

　　一方回収されている固形廃棄物については、1988 年MHLGの推算によると約 9,700t ／日で

ある。1987年のMHLGによる固形廃棄物の回収は、全人口を対象としていない。2003年の回

収率を推定するには、人口の増加、回収対象人口率及び１人当たりの廃棄物発生量等の情報が

必要である。ここでは、人口の増加のみを考慮して計算すると、2003年には１万3,000t／日回

収していると推定される。発生量と回収量に差があるのは、未回収地域等がまだ存在するため

である（都市部回収率 70％、地方 50％として計算）。　MHLG及びMHLの最新の情報を確認

する必要がある。

18　Ministy of Housing and Local Government （2002）：付属資料

19　The Mid Term Review of the Eighth Malaysian Plan（MTR-8MP）

分別排出

（廃棄物発生源）

分別収集

運　搬

中継施設

処分場

各種プレーヤー

住宅（家庭）

事務所（商業）

公共部門（清掃）

廃棄物収集企業

リサイクルセンター

ドロップイン

バイバック

戸別訪問型

廃棄物運搬企業

リサイクル品収集業

道端リサイクル収集業

リサイクルセンター

テールゲート収集業

ウェイストピッカー

ゴミ分別の現況

分別排出はほとんど実施されていない。

リサイクルビンが配布されている場所で一部

実施。

リサイクルビンは、分別収集の対象である。

リサイクルビンで分別されても、混合収集が

多い。

分別収集を実施している。

運搬乗務員が収集業者に適宜分別して手渡し

販売。

リサイクル可能品を分別実施（付加価値向

上）。

分別収集を実施している。

分別収集を実施している。
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20　Second Industrial Master Plan 1996～ 2005

21　Malaysia External Trade Statistics 2003年 12月Department of Statistics

　　本格調査では、MHLGが現在保有するデータ、各種調査結果、統計データ等を駆使して効

率的に推定する方法の検討が必要である。その際注意しなければならないのは、インフォー

マル部門である。この部門は、MHLGへの報告義務等がないため、統計データにはのってこ

ないと思われる。しかしながら、扱っているリサイクル品の量は相当量に達すると思われ

る。

（5） 古　紙

1） 古紙使用量

　　1995 年の古紙の輸入は 130 万 t であった。20 古紙と紙の最近の輸出入データは、輸入

金額 2002 年２億 5,700 万 RM、2003 年２億 4,700 万 RM、一方輸出 2002 年 200 万 RM、

2003 年 300 万 RM である。21

　　Muda Paper 社幹部によると、2001年マレーシアの紙の生産量は、140万 tでありそのう

ち92万tは古紙が使われている。残り約50万 tは、輸入で賄っている。Muda Paper社は、

紙のリサイクル率を40％としている。92万 tは 140万 tの 65％に相当するので、15％はロ

スとも考えられるが確認していない。また、92万 tは、（3）項で述べたリサイクル可能量

（105 万 8,000t）の 90％以上になる。この差の理由として推定されるのは、

・固形廃棄物回収量、固形廃棄物中の紙組成の精度

・輸出入量（古紙、紙製品）

・回収されない紙の量が相当ある（不法投棄）

　等である。

2） マレーシアの紙製造・再生企業

　　マレーシアの紙製造・再生企業のリストを表３－ 17 に示す。

表３－ 17　マレーシア紙製造・再生企業リスト

Cida Peuchoon Paper Mills Sdn Bhd.

Muda Paper Mills Sdn Bhd.

Union Paper Industries Sdn Bhd.

Trio Paper Mills Sdn Bhd.

Nibong Tebel Paper Manufacturing Sdn Bhd.

Taiping Paper Mills Sdn Bhd.

Pembuatan Kertas （Perak） Sdn Bhd.

Theen Seng Paper Manufacturing Sdn Bhd.

United Paper Board Sdn Bhd.

Pascorp Paper Industries Berhad

Genting Sanyen Industial Paper Sdn Bhd.

Yeong Chaur Shing Industry Sdn Bhd.

Le Kok Paper Sdn Bhd.

Johmewah Maju Sdn Bhd.

Kimberly Clark Products （M） Sdn. Bhd.

Hai Ming Paper Mills Sdn. Bhd.

See Hua Paper Mill Sdn Bhd.

Sabah Forest Industries Sdn Bhd.

Malaysian Newsprint Industries Sdn Bhd.

















－ 29 －

　　また、生産と輸出入を金額で示すと、以下のようになる。

生　産：

　1,170万RM28（2001年）、輸入（Primary Form of Plasticsと非 Primaryの合計）654万

6,000RM、輸出514万6,000RM29（2002年）である。ところが、2003年になると輸入692

万7,000RM、輸出647万3,000RMとなり、輸出入動向によりマレーシア市場のバランス

は大きく変化する（再検討必要）。本検討では輸入、輸出とも1,000万tとおいた。また、

リサイクル品の需要は年間 10万 t とした。

　　（3）項で、マレーシアにおけるリサイクル可能プラスチック量は、固形廃棄物量と組成

から年間 69 万 4,000t と推定したが、国内需要は上記から 135 万 5,000t ／年でありその

51％となっている。

　　この差異の理由としては、

・固形廃棄物回収量、固形廃棄物中の紙組成の精度

・輸出入量

・回収されないプラスチックの量が相当ある（不法投棄）

　等が考えられる。

2） マレーシアのプラスチック製造・再生企業

　　マレーシアにはプラスチックのリサイクルに関係している企業は100以上存在する。

そのうち再生加工を行っている企業は 23 社である。それらの企業は、主として Johor、

Klang等にある。KlangにあるReprocessing企業は10社以下である。製品はペレット、ブ

ロックとして販売している。輸出用の生産を行っている企業は１社のみである。表３－24

参照。30

　　リサイクル品の再生を行っている代表的企業は、Perusahaan Chew Hur Sdn Bhd. 社、

Karich Sdn Bhd. 社、Idealpoly Plastic Industries Sdn Bhd. 社である。

　　1,000t ／月規模の工場はマレーシアに３社ある。その他は中小企業（生産量 300 ～

400t ／月）である。

　　総リサイクル量については、全リサイクル企業からデータを入手する必要があるが、

本検討では暫定的に以下の試算を行った。

　・大企業（SMP等）：1,200t ／月× 12 月×３社＝４万 3,200t ／年

　・中小企業（Perusahaan Chew Hur Sdn Bhd. 等）：500t ／月× 12 月× 20 社

　　＝ 12万 t ／年

　　合計約 16 万 3,000t ／年である。

　　このうち輸出比率を暫定的に 40％とおいた。

3） プラスチックの回収方法

　　今回訪問した２社（SPM Plastic Recycling Sdn Bhd.、Perusahaan Chew Hur Sdn Bhd.）

は、小規模企業から供給を受けている。また埋立地からも購入している。小規模企業（ウェ

イストピッカー）からのリサイクル品量は不安定であるため、操業が安定しない。

28　Malaysia Census of Manufacturing Industries （Department of Statistics, Malaysia）

29　Malaysia Monthly External Trade Statistics 2003年 12月 （Department of Statistics, Malaysia）

30　Malaysian Plastics Manufacturing Associationより入手
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（1） 連邦政府

1） EPU42

　　国家レベルでは Prime Minister’s Department の EPU が固形廃棄物部門の中心となる責

任部門である。EPUの社会サービス課が固形廃棄物管理の将来の方向を調整する業務を担

当している。それには、固形廃棄物管理インフラストラクチャーへの資金も含まれる。そ

のほかの固形廃棄物管理面で関連する責任部門は、以下のとおりである。

表３－ 41　EPUの固形廃棄物関連部門

①　マレーシアにおける固形廃棄物管理政策43

　　マレーシアにおける固形廃棄物管理政策として、EPUは以下の４点をあげている。

　・持続的廃棄物管理システム－廃棄物階層性から優先順位化

廃棄物発生削減（Reduction）＞製品と物質の再使用（Reuse）

＞廃棄物からの価値品回収（Recycle/Recover）＞処分

・統合化廃棄物管理システム－統合廃棄物管理システムを構築するため適正な技術、

設備と機器使用

・大衆の意識改革－廃棄物発生者であることの認識、削減とリサイクル活動への積極

的参画

・組織強化－固形廃棄物管理の目標達成のため、適正な人材育成

②　固形廃棄物管理の民営化44

　　政府の固形廃棄物管理に関する主な決定は、以下のとおりである。

・固形廃棄物処理受託企業（Concessionaire）は、委託期間 22年間の収集活動を実施

42　Draft Technical Working Paper - Waste Component provided by PE Research

43　Interview with EPU at 19 August 2003

44　EPU Provision at 19 August 2003

Social Services Section

Environment & Natural Resources

Economic Section

Privatization Section

Industry Section

External Assistance Section

調整部門（MHLG）

固形廃棄物の資本支出、全マレーシアが対象

国家戦略計画の策定と実行

担当官２人（下水、町・田舎計画も担当）

環境管理

廃棄物に関する持続性ある政策立案

環境分野のG-Gプロジェクト推進

緑の分野Green Area（自然保護、開発）

固形廃棄物管理の民営化

資金計画と経済性

固形廃棄物収集企業との調整

担当官２人（下水民営化も担当）

産業廃棄物

すべての外部支援プログラム
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する。操業用資金は自分で調達する。

・マレーシア政府は、すべての処理活動に責任をもつ。その処理活動には、コントラ

クター・操業企業の選定、NSP に基づく新設備に必要な資金を提供する。

・マレーシア政府は、新処理設備の操業と保守費用を負担する。一方、州政府と地方

自治体は既存の設備に責任がある。

・民営化は、段階的に実施され、初期の段階は地方自治体と共同で中間段階調整に基

づき進める。提供されるサービス費用は、間接請求により支払われる。

・固形廃棄物管理に関する総合的法律を確立する必要がある。

・新委員会（または、あらゆる規制機関）は、技術、環境基準設定、モニタリング等

で中心的役割を担う。この委員会からプロジェクトが形成される。あらゆる中核と

なるファクターはすべて、廃棄物減量化に繋がらねばならない。共同体、NGO、リ

サイクル産業、製造企業、廃棄物委託企業との共同が重要である。

　　固形廃棄物の民営化のために、固形廃棄物処理受託企業からの各種要望に対する議

論と評価のため、技術委員会が設置された。45 技術に関連する条件は、他の技術部門

からの情報を受けてこの委員会で議論される。その結果を政府に報告される。EPU（民

営化）が、委託契約の交渉を調整する。民営化委員会民営化委員会は、財務省、法務

長官、MHLG、MOH、地方自治体部とEPU（社会サービス）の代表者で構成されてい

る。

　　完全民営化に伴い、政府の役割はサービス提供から、民間企業の規制とモニタリン

グに変更される。コスト効率向上のために、いろいろな政策が考えられる。

・コストの一部を、消費者または製造者に負担させる。

・廃棄物発生の増加に対する罰金

・廃棄物削減に対する刺激策

・困窮者に対する完全民営化による影響最小化

③　ワークショップ

　　2003 年 8 月 19 日、Put ra jaya でオランダ国際開発機関（Danish  In te rna t iona l

Development Assistance：DANIDA）と共同開催した（付属資料参照）。

参加者：

　連邦政府、州政府、地方自治体、固形廃棄物取り扱い関連組織、NGO、CBO。参加

者の居住地区は、以下のとおりであり固形廃棄物減量化に積極的な州と考えられる。

パイロットプロジェクト実行地域の選定の参考となる。

表３－ 42　州別ワークショップ参加者数

45　Draft Technical Working Paper - Waste Component provided by PE Research

EPU

Penang

Sabah

６

６

１

Kuala Lumpur

Putrajaya

Melaka

７

６

１

Salangor

Sarawak

Perak

６

２

２
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表３－ 43　MHLGの固形廃棄物関連組織と業務内容

①　国家リサイクルプログラム（National Recycling Programme47）

　　MHLGは、2000 年 11 月 1日全国リサイクル運動を打ち出した。

　　第１段階は市議会（Municipal Council）と主な観光地のいくつかの地域市議会を対

象とした。４種類の主要リサイクル可能品が対象とされた。４色のリサイクルビンが、

全マレーシアに設置された。合計2,360個。主な関係者は、地方自治体、リサイクラー、

製造者とその団体、NGO、住民団体が対象とされた。持ち込み型と買戻し型センター

がリサイクル率を増加させるために、中心地域に設置された。

　　ウェブサイトも設置された。（www.kitarsemula.com）　このウェブサイトは、運動、

ゲーム、質疑、収集情報等を提供する。ウェブサイトの訪問数は８万回／月である。

46　Draft Technical Working Paper - Waste Component provided by PE Research

47　Solid Waste Sector Stakeholder Consultation Workshop, 19 August 2003

　　Mr. Encik Abdul Halim bin Abdul Hamid, Director of the Technical Unit, Local Government Department, MHLG

ワークショップの構成：

・講演：「マレーシアにおける固形廃棄物管理政策見直し」（EPU）

　　　　「固形廃棄物管理：将来の方向」（厚生労働省）

　　　　「国家リサイクルプログラム」（MHLG）

　　　　「デンマーク固形廃棄物管理における地方自治体の役割」（Sarawak）

・グループワーク

　本ワークショップの内容は、マレーシアにおける固形廃棄物の現状を理解するう

えで貴重な情報である。

2） MHLG46

　　EPU 以外で固形廃棄物管理を行っている中心組織は、MHLG である。

地方政府部

Department of Local

Government (DLG)

技術サービス

Technical Service

技術、諮問、全体計画、開発と調整

開発、要員計画、管理と法制度も検討

その他の政府機関との調整

その他の廃棄物（電池、ペンキ、その他有害廃棄物）は対象外

技術を扱い固形廃棄物を担当

地方自治体に対する技術ガイドラインを提供

安全衛生とエンジニアリング

固形廃棄物民営化

新廃棄物処理設備（KLの焼却炉も含む）

ユニット要員数：30人（ほとんどが技術者）

計画、調整、地方自治体の実施状況モニタリング

リサイクル運動

保管部門：基盤事業サービス、都市サービス
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表３－ 44　National Recycling Programmeの概要

（KPKT=MHLG、Local Authority、Alam Floraの関係）

新聞、TVでの宣伝。2002年10月、地方政府部は第１段階の結果を公表した。80％以

上のビンが間違って使用されていた。48

　　第１段階から学んだ点を利用して、より挑戦的な第２段階も計画されている。ビン

の大きさ、収集頻度、一般大衆の参加レベル、範囲拡大等である。

　　KPKT（MHLG）が政策を策定し、地方自治体とAlam Floraが実際のリサイクルを

行っている。

　　地方自治体もAlam Floraもそれぞれリサイクルプログラムをもっておりお互いに補

完しながら取り進めている。地方自治体は、ビンと基金を支給している。Alam Flora

はビンの管理から中継センターの操業を行っている。各組織の代表が参加した国家運

営委員会（National Steering Committee）が開催されている。

3） 保健省（Ministry of Health：MOH49）

　　エンジニアリングサービス部門Division of Engineering Services （ESD）は、MOHの中

心技術部門である。この部門は、革新的で思慮深い技術と品質管理システムにより国民の

48　NST （Focus）, p.F11“Recycling makes slow progress”.

49　Draft Technical Working Paper - Waste Component provided by PE Research

目　的

第１段階

第２段階

参画者

意識改革活動

リサイクル意識調

査

・マレーシアの人々にリサイクルの習慣を根づかせること

・廃棄物削減

・2020年までに廃棄物発生量の22%をリサイクルすること

・2000年実施

・29の地方自治体参加

・４タイプのリサイクル品（紙、ボトル、プラスチック、金属）

・2001年実施

・60の地方自治体に拡大

・住宅地と学校に重点

・MHLG（法制定と政策立案）

・住民、商業、産業、廃棄物業者、地方自治体、NGO、共同体、

教育機関、回収業者

・TV宣伝、ラジオ、インターネット

・MHLG ウェブサイト（www.kitarsemula.com）

・子供の教育（大使）：リサイクリング・ビデオと音楽

・宣伝（公共施設、スクールバス、掲示板、LRT）

・ポスター、パンフレット、カレンダー、封筒、自動車ステッカー

2002年
79％

50％

2003年
100％

70～ 80％

「リサイクルを知っている」

「知っているが時間と施設がない」

「リサイクルを知っている」

「リサイクルを行っている」
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（3） 地方自治体

　　地方自治体（Local Auhtority）として３種類の自治体が存在し、半島マレーシアには 145

ある。図３－ 19 にその定義を示す。

City Halls (6)：Majlis / Dewan Bandaraya

Municipal Councils (25)：Majlis Perbandaran

人口：10万以上、歳入：2,000万RM以上

人口：10万以上、歳入：500万RM以上

Distrivt Councils (114)：Majlis Daerah

上記以外

図３－ 19　マレーシアの自治体の種類と定義

　　地方自治体は、固形廃棄物管理、公衆衛生、下水、ライセンス及び規制、By-Laws 施行等

を実施する。固形廃棄物管理が民営化された場合、地方自治体の役割は今のところ明確では

ない。

　　地方自治体の権限は、連邦政府と主管政府（Ministry of Local Government）の管轄に従う。

　　地方自治体法（Local Government Act）1976 により規定された地方自治体に与えられた固

形廃棄物関連権限は以下のとおりである。

・地方計画認可

・都市サービス提供（固形廃棄物収集と処分、排水溝の保守）

・貿易、ビジネスと製造ライセンス

・美化運動（河川の美化も含む）

・汚染コントロール

・公共衛生と意識高揚

1） Petaling Jaya市

　　Petaling Jaya の歴史

　　Kuala Lumpurに隣接しており、1952年開発が始まり、1955年地方自治体が設立された。

　　面積：1,200 エーカー、人口：50 万人、住民は 25 の共同体メンバーに属する。

①　Petaling Jaya Municipal Council

　「スピードと正確さ」「チームスピリット（Fair and Honest）」がモットーである。2005

年ビジョンも策定している。IT技術に基づいた組織（電子政府：Taman Dato Haru IT セ

ンター）、Local Agenda 21 にも参加し、きれいな開発（Clean Development）を行って

いる。

②　品質管理

　ISO 9002取得。TQAの分野では23の賞を得ている。そのほかに地方自治体の品質賞、

KMKの運動は世界クラスである。
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2） Penang 市

　　Penang 島：299.65km2、人口 66 万人

①　Penang のリサイクル活動

　2001年にPenang島のリサイクルプロジェクトの計画を開始した。大臣は、電子機器

－廃棄物のリサイクルに積極的であり、Penangをマレーシアでリサイクル活動が進んだ

州にしたいと考えている。次はゼロ廃棄物である。したがって、Penangはリサイクル活

動が最も盛んな地方自治体といえる。

　UNDP（SERI）Local Agenda 21 に基づくUNDP の PPPUE を支援した。

②　要　員

　リサイクルを担当しているのは、２人＋補助者のみである。また資金もゼロである。

計画と監視だけを実施している。

③　Vender System と廃棄物収集

　収集者を登録するベンダーシステムを採用した。公開市場で21社に説明のうえ、競争

させたため有利な価格を確保することができた。地方政府が実施すると資金が多くかか

る、このシステムは地方政府に負荷が少ない直接販売システムである。次の目標はゼロ

廃棄物をめざす。

　固形廃棄物の収集は民間企業２社を使用している。そのほかに、４社が下水、道路、

河川、海岸の清掃を行っている。そのほかの業務も含め契約を結んでいる企業は21社と

なった。全部門が民営化される予定である。マレーシア北部地区の民営化会社として予

定されていたNorthern Waste Management は破産した。

④　リサイクルビン

　連邦は、学校・工場・産業に対して、分別３ビンを供給してくれた。３ビンでは足ら

ないため５ビンとした。今後このビンを支給していきたい。１時間30分講義のうえ、ビ

ンを渡した。３か月ごとの補助者が見回り、分別状況をまとめ連邦政府に報告している。

⑤　廃棄物別のリサイクル（処理）

　他の地域のプロジェクトと異なり、家庭の有害廃棄物である携帯電話の電池、乾電池、

蛍光灯の回収を始めた。さらに、2004 年２月 29日から４月まで、Dell 社の協力を得て

電子機器－廃棄物 （コンピューター）の回収運動を行っている。実施している場所は、

Sunshine Hypermarket、Sunshine Supermarket、GAMA Supermarket （SOGO）等である。

ビンを既に置いてある病院と５か所の市場からの回収を Penang 市議会が４月に開始す

る。DOEは乾電池の回収を計画している。

　マーケットからの蛍光灯がいっぱいになってきたので、再生業者を入札し、処理した

いと考えている。うまくいけばマレーシアでは Penang が初めてで、国中に広めたい。

　有機廃棄物が約48％を占めるが、島は温度・湿度が高いためコンポスト化は難しい。

建設廃材、道路廃棄物は固形廃棄物管理には属さない。有害廃棄物（Scheduled Waste）

の経験を生かし取り組んでいきたい。家庭の有害廃棄物についての取り扱いはまだ決

まっていない。

⑥　リサイクル量

　リサイクル量は、2001 年 3,000t、2002 年 2,000t、2003 年２万 4,000t である。年２回

DOE に報告している。インフォーマルセクターのリサイクル量は、MPPP（Penanag
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４社は以下のとおり：

Alam Flora Sdn Bhd. －中央と東海岸地域

Southern Waste Management Sdn Bhd. （SWMSB）－南部地域

Northern Waste Industries Sdn Bhd. －北部地域

Eastern Waste － Sabah と Sarawak

　　しかしながら、それぞれの委託企業は、計画どおりには進まなかった。政府は委託契約を

遅らせ、中間期間を設定した。この期間中に、委託企業は地方自治体と収集サービスについ

て交渉した。すべてのアレンジは年単位で更新される。サービス費用は、交渉により決まる

が実際は、1997 ～ 1998 年に各 Council が支払った契約金額に基づく。この契約にはインフ

レ条項が含まれていなく、５年間価格は固定されている。したがって、ほとんどの収集機器

がそのまま使用された。あるものは寿命を超えて使用された。この中間的アレンジは、マ

レーシア半島のみで適用された。今日まで、２委託企業が 37 の地方自治体と契約を結んで

いる。北部地域の委託企業は変更され、新企業E-damanが特定された。しかしながら、２委

託企業はその委託全地域をカバーしていない。残り107の自治体は今までと同じように、収

集サービスを行っていない。

1） Alam Flora 社

表３－ 47　Alam Flora 社の概要58

58　2003年９月17日、Kuala Lumpur - City Report by Syed Badli Shah Syed Mansor （Alam Flora）

設　立

出資者

暫定契約＊

移管時期

暫定移管地区

業務委託

企業数

車両数

埋立地

スタッフ数

1995年 11月 18日

HICOM Holdings Berhad：40％、Jetson Corporation Sdn Bhd：20％

Aeration Job sdn Bhd.：20％

Selangor, Pehang, Kelantan & Terengganu State Government：４×５％

毎年契約更新、転籍スタッフの給料17.5％増額（不利な条件はない）

全移動資産は委託契約に基づき譲渡、コントラクターとの契約は全部更改

1996年の支出に基づき月次支払い

埋立地

廃棄物収集

清　掃

23の地方自治体

本社１、サービス地区10区域

Selangor、Phang、Terengganu、Kelantan、Kuala Lumpur、Petaling Jaya.

総面積：243km2、人口：180万人

646社　（Alam Floraのサブコントラクター＋民間企業＋DBKL）

850台

18サイト

4,373人（KL地区は、1,986人）

1996年８月１日

1997年１月１日

1997年７月１日

＊地方自治体の管轄である固形廃棄物については、完全民営化に先立ち、暫定契約がAlam Floraとの間で締結された（規

制法規は地方自治体法 1976年である）。
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②　リサイクル活動（Alam Flora の 3R 活動）

　これまで、リサイクル参加を重視してきたが、現在はリサイクル意識改革に焦点をあ

てている。今後の目標は、リサイクル量と参加者数の増加を図ることである。以下の

４種類のプログラムを展開している。

・学校における生徒のリサイクル活動

・共同体とリサイクルセンターのリサイクル活動

・事務所におけるリサイクル活動

・工場におけるリサイクル活動と工場へのリサイクルコンサルティングサービス提供

　量の確保は経済性の点から重要であり、着実なリサイクル量の伸長が期待される。

　多くの人がリサイクルビンを単なる色付きビンと考えている。20％程度の人が知って

いてもだめで大衆の意識改革が重要である。

・各州での実施状況

　Petaling Jaya、Shah Alam等では効率的にリサイクルが行われている。一方、Kuantan

等の広大な地域では難しい。64の町と市で実施されている。

・リサイクル企業のネットワーク

　生産者団体として、Malaysian Plant Association、Malaysian Paper & Cardboard

Association等があるが、リサイクル活動は個々の企業単位で行われている。リサイク

ル・バス等を利用している。

ゴム Plastortex 社

ガラス KLG社

プラスチック MPMA

紙 Genting Sanyen Industrial Paper

Malaysian Newsprint Industries

・リサイクル対象品

　紙はリサイクルの重要な対象品である。ガラスはボトルが対象であり、板ガラスは

リサイクルできない。

　プラスチックでは、HDPE/LDPE等はリサイクルされているが、ポリスチレンはリ

サイクルされていない。またPETボトルは、大量に排出されるが、収集と需要が問題

となっている。

　金属では、アルミ、銅、亜鉛はリサイクルされている。鉄スクラップは、価格も高

く需要も多い。アルミが最も高い。

　携帯電話の電池を持ち込みセンターで収集し、DOE により認可されたコントラク

ターが回収している。

　家電製品のリサイクルは行われていない、埋立地で処理されている。これらを誰が

処理するかまだ決まっていない。政府はまず有害廃棄物を対象として、次のステップ

に家庭廃棄物に取り組む。家電製品で埋め立て処理されるのはほとんどが外側部材で

あり、部品・金属はリサイクル業者が取り除く。

・リサイクル品収集方法

　リサイクルビンに入っているもののほとんどがゴミである。排出段階における分別
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表３－ 52　Alam Flora Mid Valley リサイクルセンター実績 2003 年回収実績
単位：kg

表３－ 53　Alam Flora Mid Valley Shopping Center リサイクル品引取価格

リサイクル可能品

新　聞

雑　誌

ダンボール、箱

計算機用紙、白黒

Mixed紙、本、漫画

アルミニウム缶

鉄　缶

ビン、ガラスジャー

混合プラスチック

Price （RM/kg）

0.16

0.15

0.10

0.18

0.08

1.80

0.08

0.05

0.12

　また、リサイクル品引取価格を表３－ 53 に示す。

2） Southern Waste Management

①　リサイクル活動

　2001年に３色のリサイクルビンを使用したリサイクル活動を開始した。地方自治体、

DOEと地方産業（ISO14000にも関連）が参画している公共計画である。全州を対象と

して実施している。Alam FloraとSouthern Waste Managementは定期的に会議を開催し

ている。国家リサイクル委員会（National Recycling Council）にも参加している。

②　学校でのリサイクル活動

　学校でのリサイクル活動は成功している。（高リサイクル率）次世代がリサイクルに馴

月

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

合計

KERTAS

（Paper）

28,056

16,701

23,626

22,215

20,463

19,936

21,724

22,130

25,709

26,152

23,993

32,086

282,798

KACA

（Glass）

1,306

1,085

1,220

1,119

980

934

1,080

847

1,232

833

916

1,192

12,756

PLASTIK

（プラスチック）

564

328

504

418

448

370

477

511

566

619

515

639

5,964

TIN BESI

（鉄Tin）

321

395

332

226

335

216

259

256

209

211

285

344

3,336

Aluminum

240

230

314

286

271

275

303

290

367

286

297

344

3,506

合　計

30,490

18,739

25,998

24,267

22,499

21,732

23,845

24,035

28,086

28,103

26,008

34,555

308,363
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染むことは意義がある。表彰制度と設け、更に毎年コンテストを開催している。州の教

育部門が、校長と教師を教育し、学校で実践している。リサイクルビンがいっぱいに

なったら電話をして回収してもらう。MOEとMHLGの共同プログラムである。

③　リサイクルの経済

　買戻しシステムはAlam Flora と同じである。リサイクル可能品を中継所に持ち込み

業者に販売する。価格は、紙５～ 16 セン・マレーシア /kg、ガラス 10 セン・マレーシ

ア /kg、アルミ 10RM/kg（最も高い）である。家庭廃棄物主体で扱っているため、鉄ス

クラップの価格は高いが量は少ない。Giantスーパーマーケットでは、そのマーケットで

紙幣と同様に使うことができるクーポン券を発行している。

④　リサイクル実施機関

　リサイクルネットワークはあるが、マレーシアの南部地域を対象としているので、

Alam Flora とは別の企業･組織である。各州ごとに代表企業があり、そこを通じて取引

している。紙は、M & Aを通して、新聞・ダンボール市場に流れている。KPKT（MHLG）

に報告している。

⑤　リサイクル対象品

　リサイクルの中心は、紙、ガラスとプラスチックであるが、プラスチックの量は少な

い。３種類のリサイクルビンの中身は、50 ～ 60％がゴミである。

　データベースはないが、紙については60％以上リサイクルされ、またアルミニウムの

リサイクルもうまく実施されているが、プラスチックは価格が安いため棄てられている。

取扱量についてのデータはKPKTに月ごとに報告している。

⑥　埋立地におけるウェイストピッカーのリサイクル活動

　埋立地におけるウェイストピッカーによるリサイクルは安全上の問題等から禁止し、

ある埋立地では200人のウェイストピッカーを排除した。埋立地には、一般人は立ち入

れない。ところが、その代わりに後部ドアでのリサイクルが行われ始めた。埋立地で管

理リサイクルを実施するプロジェクトは成功しなかった。埋立費として、50～ 60RM/t

徴収できれば、リサイクルも経済的に成り立つが、10RM/t 以下では難しい。

　　いろいろとパイロットプロジェクトを実施しているが、資金不足でボランティアに頼っ

ている。多くの人がリサイクルは金になると考えているが、難しい。リサイクル推進で、

固形廃棄物収集企業の重要な役割を担っている。固形廃棄物収集企業は銀行から資金を得

ることができないため、株主に資金を依存している。

（5） 回収業者

1） RAMA （Second-Hand Scrap & Metal Dealers）

・会社概要

マレーシア国内向けのスクラップ金属リサイクル企業。

従業員数：15人、（インド、タイ、バングラデシュ等の労働者雇用）

操業期間：20 年、経営者は Tin のMining を行っていた。

操業認可：毎年更新が必要なライセンスを獲得している。

処理量　：変動するが平均 10t ／日。

・警察による認可（120RM／年）
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・商工会議所（50RM／年）

対象リサイクル品：すべての金属

・収　集

ローリーにより中古金属を収集

収集企業から購入、複数の代理店を経由する場合もある。

・解　体

労働者がマニュアルと工具を使い解体している。

・選　別

リサイクル品を種類・品質ごとに分類している。

・販　売

アルミニウムはALCOM社等へ販売。

価　格：アルミニウム 5.8RM/kg、青銅 6.5RM/kg、銅 10.5RM/kg

使えるものはそのまま使う（再使用）。

顧客のスペアパーツ屋は、自動車部品リストと対比しリサイクルする。

日本に比べ、かなり粗悪なものまでリサイクルの対象となっている。

2） Syarikat Logan Sri Paranthanman Sdn Bhd.

　　Metal 取り扱いインド系中小収集企業である。

　　操業は、20 年前にMr. Sri 氏の父親が始めた。

・Collecting方法：全量持ち込みである。供給者を分けると①小供給者でウェイストピッ

カーも含まれる。供給単位は１～２kg、この種類の供給者は数え切れないほどいる。

②中供給者：３ t、③大供給者：８ t 程度である。

・非鉄金属：アルミ、銅、真鍮のみを扱っている。

・顧客：合金工場と大きなバイヤーに供給している。合金工場とは１年ごとの契約を

行っている。供給量は平均25～ 30t ／月である。また大きなバイヤーにも月３～４ t

供給している。利益は約１RM/kgである。以前は中国、タイ等に輸出していたが、量

を確保できず今は行っていない。

・労働者は約10人である。全員外国人で、入国手続きが大変である。期間は、３年間

である。賃金は約 800RM／月である。全員住み込みで働いている。

　　マレーシアにはこの規模の収集企業が100社以上ある。特に、Kuala Lumpur、Ipoh、Penang

に多い。企業の問題としては、①原料確保が難しいこと、②購入価格が高いこと、③市場

価格が変動することである。またこの企業は土地が狭いので苦労している。

（6） インフォーマルセクター

　　インフォーマルセクターとして、Taman Berlingin Final Disposal Site 近隣の不法収集業者

と Jalan Sungei Besi 道路近辺の道端コレクターについて述べる。

1） Tunuang Bersatu Metal Sdn. Bhd.

　　Taman Berlingin Final Disposal Site 近隣の無届収集業者

　　この周辺には、収集業者が約 10 店ある。１日約２ t 収集している。Tamen Berlingin 最

終埋立地の入口周辺では毎日約 20t 程度回収されている（比較：KL Transfer Station では

毎日４ t）。
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表３－ 54　固形廃棄物に関連する活動を行っている代表的NGO62

より回収は非効率になっている。適正な処分場不足、廃棄サイトの貧弱な保全、不法投棄等

が大きな問題となっている。住民と企業の廃棄物減量化プログラムへの参加意識は一般的に

うまくいっていない。過剰包装とプラスチックの使用が回収･処理量を増加させている。埋

め立てと開放廃棄サイトからガスが発生（特にメタン）している。これは、温室効果ガスの

主因である。回収が行われていない郊外地域もある。現在の回収は主に道路が便利な都会に

焦点を当てている。都会の不法住居地区では、回収はほとんど行われていないか、全くな

い。このように、廃棄物は住民により、川への投棄、焼却、埋立等が行われている。そのよ

うな地区のデータはない。」

　　マレーシアの連邦統計によると、マレーシアには NGO が 60 ある。

　（NGO のリサイクル活動）

　　このような状況を認識し、固形廃棄物をマレーシアで固形廃棄物に関連する活動を行って

いる代表的 NGO を表３－ 54 に示す。

62　PE Research

No

１

２

３

４

５

NGO

Persatuan Kebajikan Xia Phou

Moon Malaysia

Malaysian Plastic

Manufacturers Association

World Wide Fund for Nature

Malaysia

Malaysian Pulp & Paper

Manufactures Association

Treat Every Environment

Special (TrEEs)

活　動

全国の多くのスーパーマーケットの収集センターで

リサイクル可能品を収集しているボランティア組織

リサイクルプログラムと推進に参加している大手プ

ラスチック製造者協会（今回訪問）

2001年国家リサイクルの日の協賛者

自然、野生生物と環境保護研究を実施

2001年国家リサイクルの日の協賛者

リサイクルプログラムと推進に参加している大手紙

製造者協会

主に、Klang Valleyの多くのスーパーマーケットの収

集所でサイクル可能品を収集しているボランティア

組織　（今回訪問）

1） TrEEs （NGO）

　　代表的な、TrEEsは、持ち込みセンター12か所、バイバックセンター５か所を運営して

いる。

①　TrEEs の概要

　TrEEs（Treat Every Environment Special）は、1995年に設立された非営利組織である。

　TrEEs の運営は、３名の管理者と 10名のスタッフで行っている。

共同体環境プログラム

a）Selangor 州立公園の設立検討

b）廃棄物管理プログラム
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　　地方市議会、リサイクル企業、小売業者、慈善グループ、住民と学校と共同して

実施。MHLGの国家リサイクル運動の一部モデルとなった。Selangorの15以上の慈

善事業団体に資金提供した。

c）生物多様化共同体センター （BCOC）

d）環境教育プログラム

プロジェクトの共同実施者：Department of Town and County Planning Selangor

Department of Wildlife and National Parks

Forest Research Institute of Malaysia

Majlis Perbandaran Petaling Jaya

Dairy Farm Giant Retail Group

Malaysian Environmental NGOs （MENGO）

資金源：Selangor 州政府

国連開発計画GEF

カナダ高等弁務団

オランダ国際開発機関（DANIDA）

日本大使館、日本草の根運動支援プログラム

MBF-Gaia Visa Card

②　リサイクルセンター

　MHLGにリサイクル運動を一緒にやることを申し入れたが、明確な返事がなかった。

ただし、バイバックセンターはTrEEsのアイディアを採用したものである。約７年前に

リサイクルセンターを始めたが、ここ３～４年間は拡大していない。

　TrEEs は、モデルプロジェクトを実施してそれを他の人が追随してくれることをね

らっている。学校におけるプログラムも、基金がないことからあまり活発には行ってい

ない。

　ニュージーランド政府が支援している。

③　Suban Jaya におけるリサイクル

・駐車場の端に約 20m× 10mの鉄骨・スレート製の建屋

・女性管理人１名、作業者４名

・リサイクル量約 25t ／月

・リサイクル対象品

衣料品（下着、汚れたものは不可）

スチール缶（プラスチックカバーを取り外すこと、空で洗浄してあること）

紙（食品包装は不可）

アルミニウム缶（潰してあること）

ガラスボトル（空で洗浄してあること、キャップがはずしてあること）

プラスチックボトル、プラスチック袋と発泡スチロールは対象外である。

・Giant Mall の協力（Dairy Farm Giant Retail Group）

設立計画時から積極的に協力してくれた。何度も会議を開催した。

駐車場の土地は無料、クーポンの発行の協力。

・NPOのため利益は得ていないが、リサイクル品の販売で労務者賃金・持ち込み品へ





－ 66 －

たい。対象国は、ベトナム、ミャンマー、インド、ネパール、タイ、中国、ラオス、スリ

ランカ。

・リサイクル方法

　乗務員が戸別訪問し対話（Welfare 福祉・慈善と社会への利益の還元）と収集を行っ

ている。マイクを使って収集もするが、主流ではない。電話による収集依頼が多い。

人伝えに活動が広まりリサイクル量はどんどん増加している。また、ショッピングセン

ター、共同体でも展開している。また国外（日本）の衣料等の不要品も取り扱っている。

　中国新年になると、リサイクル品が非常に多くなるので休みを取っていない。夜中の

１時まで収集している。

　対象地域は、都市部ではなく、郊外地域である。都市部はリサイクル品収集が効率的

に行えるため多くの業者・ウェイストピッカーが活動している。また、州としては、

Kuala Lumpur、Selangor、Ipoh である。

　リサイクル用バンは、13台ある。８時 30分から 19 時までが就業時間。

・従業員

　乗務員は約25～ 30人である。給料は全体で月５万RM以上であり、また１人当たり

でも1,000RM／月以上である。要員がこの仕事に非常に重要であり、今後とも高待遇し

ていきたい

・社会への還元

　テレビ・ラジオ・コンピューター等を学校へ寄付している。また、多くのイベントを

開催し、リサイクル運動参加者・住民に現金ではない形でメリットを還元している。新

聞等にもたびたびその活動と社会への還元状況が紹介されている。

・リサイクル量と種類

　毎月約 180t である。衣料品が約 40％である。

・販　売

　紙･ボトル・缶等は、国内の大手リサイクル品製造企業に販売している。また、リサイ

クル品を外国（シンガポール）で販売し利益を得ている。フランスに衣料リサイクル品

を輸出したが、これはフランスで再生されている。

・土地と建物の賃借代

　毎月7,000RM支払っている。それでも、土地が狭くリサイクル品の取り扱いが困難で

ある。できれば５～ 10 エーカーの土地がほしい。

（8） 研究機関と大学

　　大学と研究機関は、固形廃棄物に関連する研究を行い、固形廃棄物のデータベース構築に

貢献している。

　　代表的機関等は以下のとおりである。63

①　Universiti Putra Malaysia

②　Universiti Teknolog Malaysia

③　Universiti Malaya

63　PE Research











－ 71 －

LHT Kitarsemula Sdn Bhd （リサイクルAgent）

（2）対象共同体（高所得地区共同体から低所得地区共同体）

浮き桟橋：300 世帯

Taman 地区：1,200 世帯

村地区（マレー系村）：400 世帯

（3） 浮き桟橋地区

　　表３－ 59 に浮き桟橋地区のリサイクル活動の問題点とその対策を示す。2003 年１月～

９月実施。

表３－ 59　浮き桟橋地区リサイクル活動の問題点と対策

（4）Taman 地区

　　表３－60にTaman地区のリサイクル活動の問題点とその対策を示す。2003年６月実施。

表３－ 60　Taman 地区のリサイクル活動の問題点とその対策

問題点

一部の住民は非協力

　リサイクル品の盗難と他の業者への販売

　ゴミの散乱

リサイクルプログラム信頼、確信、意識等

欠如

発生源分別なし

有機廃棄物リサイクル品が混在

要員／ボランティア不足

リサイクル企業が非協力的

対　策

リサイクル講話

リサイクル品収集法を公示

ボランティア奨励と住民参加呼びかけ

リサイクル企業と折衝実施

（5）村地区（マレー系村）

　　表３－61に村地区のリサイクル活動の問題点とその対策を示す。2003年６～９月実施。

問題点

木造家屋下部と下水溝にゴミと廃棄物堆積

　住民自身による投棄

　市内部の下水溝

　潮の流れにより漂着

　干拓プロジェクトによる水の流れが滞留

対　策

共同体代表者とMPPP代表者の議論

住民は問題、場所、問題解決の方法等を指摘

Weld Quay共同体リサイクルデー

「清潔で明るい未来のためのリサイクル」

子ども芸術コンテスト

ちょうちん（リサイクル品）祭

Weld Quay最高桟橋コンテスト
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表３－ 61　村地区のリサイクル活動の問題点とその対策

問題点

リサイクル品収集場所確保困難

土地価格が高いことと政府所有の土地が

ない

　地主の許可取得困難

リサイクルセンターが遠い

リサイクル品の価格が安すぎる

業務を実施する個人を探し出すことが困難

民間企業によるリサイクル品の収集が行わ

れず

リサイクルに対する姿勢と認識不足

投資に対する報酬なし

対　策

意識高揚プログラムを実施

各家庭に電話をかけ収集

要求により戸口－戸口収集

民間企業１社にリサイクル品収集を委託

清潔、環境保全、健康、将来世代のため、村の繁栄等を

強調

３－３－２　Royal Embassy of Denmark

（1）Sustainable Environmental Project in Kuching

・本プロジェクトのなかでクチン市のゴミ量、質を調査し、現況把握を実施。

・１次データに基づき、クチン市の廃棄物管理計画を策定。

　詳細は今後 NREB に確認する予定。

（2）Solid Waste Management Program

・2005 年１月上旬より、マレーシアの連邦レベルで廃棄物管理計画を策定している機関

（MHLG、EPU）のキャパシティビルディングを目的とした技術協力を実施予定。

・また自治体レベルにおいてリサイクル関連のパイロットプロジェクトを実施予定（2004年

８月以降）。
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４－２　調査対象範囲

（1）調査対象地域

　　マレーシア国全土

（2）調査対象とする固形廃棄物

　　有害廃棄物（Scheduled waste）を除く固形廃棄物を対象とする。その中で優先的に取り組む

べきリサイクル品目については、M／ P のなかで方策等について検討する。なお、建設廃材

（Construction Waste）については、適正な分別リサイクル処理方法に関する一般的な提言の策

定にとどめることとする。

（3）固形廃棄物減量化の定義

　　本調査において、固形廃棄物減量化には下記項目が該当する。

①　Reduce ：廃棄物の発生抑制

②　Reuse ：再使用

③　Recycle：再資源化　（マテリアルリサイクル）

　　また、「ゴミの発生回避（Refuse）」についても、本格調査のなかで検討することとする。

４－３　調査項目とその内容・範囲

（1）調査のフェーズ

　　本調査は次の３段階に分けて実施する。なお、フェーズⅢに関しては、先方実施機関と協議

のうえ、プログレス・レポート（P／ R）の際に S／W第Ⅸ条に基づき協議し、実施の可否を

決定することとする。

フェーズⅠ　現況把握、課題分析、ドラフトM／ P 及びドラフト A／ P の策定

フェーズⅡ　パイロットプロジェクトの実施、M／ P、A ／ P、ガイドラインの策定

フェーズⅢ　アクションプランの具体化支援

（2）調査の内容

1） フェーズⅠ：現況把握、課題分析、ドラフトM／ P 及びドラフト A ／ P の策定

①　現状把握：

　　以下の３つの課題について現状把握、解析検討を行い、ドラフトM／ P及び A／ Pを

作成する。

課題１．マレーシアにおける現状のマテリアルフロー及び、リサイクル市場の現状把握、

解析検討、リサイクルコスト分析

課題２．住宅地方政府省及び各都市の組織、制度、財政状況、廃棄物関連の法制度の現

状把握、解析検討（住宅地方政府省及び各都市のキャパシティの測定を含む）

課題３．マレーシアにおける民間企業、環境NGO、CBO等の活動実態、及び地域住民

の廃棄物管理に対する意識の把握

②　ドラフトM／ P の策定：

　　M／ P は次の点を含むものとする。

a） マレーシアにおける循環型社会経済システムの考え方
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（2）要員構成

　　本件調査には、下記分野を担当する団員を参加させることを基本とする。

1）総括／廃棄物減量化政策：

　　総括とともに、Strategic plan を含めた関連政策・制度との関係を担当する。

2）マテリアルフロー・市場分析：

　　インフォーマル部分を含むマテリアルフローの把握、リサイクルされる物資の市場を担当

する。

3）経済・リサイクルコスト分析：

　　リサイクルに係るコスト分析、各行動の経済分析を担当する。

4）住民参加促進（コミュニティ、企業参加促進も含む）：

　　住民、コミュニティ、企業の参加促進（意識向上を含む）を担当する。

４－５　調査実施上の留意点

（1）マレーシア資源循環システムの構築

　　既に固形廃棄物減量化についてはいろいろなステージで様々な努力がなされており、先行研

究も実施されている。しかし、マレーシアとしての明確な廃棄物減量化の計画が策定されてお

らず、またリサイクル率等、減量化計画策定に必要となる情報も蓄積されていない。マレーシ

アとしての固形廃棄物減量化に向けた基本方針が明示されていないため、各アクターがばらば

らに活動を実施し、有機的な繋がりが構築されておらず、目立った固形廃棄物の減量化に繋

がっていない。したがって、本調査では、まず主なアクターの過去及び現在の様々な活動、調

査研究を幅広く把握、整理、分析し、先行事例及び教訓を導き出すことにより、連邦政府、地

方自治体、廃棄物処理委託先企業、廃棄物排出事業者、NGO、住民の役割を明確化し、これら

の組織・住民が有機的に連携できる資源循環社会を構築する必要がある。

（2）廃棄物処理事業の民営化をめぐる動き

　　マレーシアの５か年の国家方針が盛り込まれた国家計画「8th Malaysia Plan 2001～ 2005」で

は第 19 条 30 項において固形廃棄物管理方針のひとつとして、「固形廃棄物管理事業の完全民

営化による固形廃棄物の収集処理業務の向上」を掲げている。また、今年の８月に施行予定の

NSP のなかでも、将来的には各自治体の清掃事業を全面民間委託することを掲げている。

　　そのような民営化の流れがあるなかで、地方自治体側の廃棄物管理を所掌する部は人員不足

及び、民営化に伴う人材流出に苦しんでいる。

　　民営化の状況も踏まえて、今次調査のなかでは、連邦政府、自治体に対するキャパシティビ

ルディングの一環として、民間委託先のモニタリング、監督方法についても検討することが必

要である。

（3）既存の経済活動ベースのリサイクルの維持・育成

　　現在マレーシアでは主要リサイクル品目（古紙、アルミ、ビン等）については、たとえば古

紙のリサイクル率が40％68と推計されるなど大規模なリサイクル市場が既に存在している。本

68　 Muda Paper 社からの聞き取り調査結果による。
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調査では、まず既存の上記経済活動ベースのリサイクル活動の規模、及び主要品目について詳

細なマテリアルフローを把握し、そのフローに対するリサイクル従事者（ウェイストピッ

カー、リサイクル業者、スクラップ業者など）のマレーシアにおける固形廃棄物減量化に占め

る役割を明確にし、既存のリサイクル市場の維持・育成を意図した減量化計画を策定する必要

がある。

　

（4）現地リソース（ローカルコンサルタント）の活用

　　インフォーマルセクターの活動の把握、取引関係、住民の参加、社会配慮など現地の社会経

済状況を踏まえた調査が必要であることから、補助員傭上または再委託により現地事情に精通

する人員を活用し、的確な調査を実施する必要がある。

（5）住民・企業参加の促進と意識向上

　　マレーシア政府は 1995 年、2000 年に「リサイクルプログラム」を実施するなど、市民のリ

サイクル意識を啓発するために、2001 年から 2003 年現在までで広報活動（ＣＭ、広告、各種

キャンペーン等）に総額 2,500 万 RM（約８億円）を投入している。しかし、その効果はほと

んど出ておらず、国全体のリサイクル率も２％程度にとどまっていると報告されており、また

2002年に全国的に敷設されたリサイクルビンはほとんど利用されていない。無計画的に配置さ

れたこと、マレーシアの交通モード（車社会）を考えずに配置されたことなどがその原因であ

ると思われる。

　　住民組織（Residents Association: RA）によると、一般市民はリサイクルについては、キャン

ペーン等を通じ、理解はしているものの、資源ゴミの分別についての知識がないために、各家

庭におけるリサイクルが普及しないというコメントが出された。

　　全般的にいえることであるが、地域住民、企業の協力なくして、固形廃棄物の減量化は不可

能であるため、今次調査では既にマレーシアで実施されている住民参加型リサイクル活動、リ

サイクル教育等を評価、分析しつつ、効果的な手法（教材を含む）を検討することによりマレー

シアにおける固形廃棄物減量化に係る住民・企業の実践的な参加手法について提案する必要が

ある。

　　このような参加を促進するためには、減量化に対する意識の向上が必要であり、広報・普及

啓発活動等により意識の向上更に行動へと繋げていく必要がある。

（6）JICA 調査の広報

　　本調査においては、固形廃棄物減量化の啓発普及のためのみならず、本調査の広報も積極的

に行うこととする。調査期間中は、JICA、MHLGと協議の下に、戦略的にスケジュールを組ん

で、調査内容を積極的に公開し、定例プレス発表の準備、ホームページの開設、住民意見への

回答等について対応する必要がある。
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第５章　団長所感

　経済成長が順調なマレーシアにおいて、都市化及び工業化がここ数年顕著になっている。この

なかでもマレーシアは廃棄物問題を政府の重点施策として位置づけており、東南アジア諸国の代

表的な国として近年注目されている。

　これまで、JICA は種々の分野でマレーシアに対し、支援協力を行っているが、そのなかでも

1986 年以来廃棄物関連分野のプロジェクトは一定の成果が認められ、評価を得つつある。

　しかし、急激な経済成長の下で主要都市においては、先進国にも類似して、廃棄物問題は深刻

化しており、昨今クアラルンプール地区に代表される焼却炉、埋立地建設計画の中断等が発生す

るなかで廃棄物減量化計画は先進国にも増して、喫急の課題となっている。

　今回の事前調査団はS／W締結前に重点的に関連組織のヒアリングと現状調査を行った。その

結果以下のことが明らかとなった。

（1）清掃事業民営化に下で清掃事業を担う中堅技術者が流動化し、現場では業務の混乱と停滞が

生じている。

（2）1988年に策定されたABC M／ Pに沿った基本方針はあるものの、その具体的な取り組みが

希薄になっている。

（3）中間処理、最終処分計画が流動的な現状で廃棄物の減量化が大きな関心事となっている。

（4）いくつかの地方では、リサイクル活動がNGOや各種地域コミュニティの参加を得て進行し

つつある。

（5）将来民営化を公平、公正でかつ制御のできる形で推進できるMHLG の体制強化が必要であ

る。

　こうした現状を踏まえ事前調査団は、滞在中S／Wの原案を基に３回の協議と２度の書面での

情報の交換を行った。

　その結果「マレーシア固形廃棄物減量化計画調査」のタイトルの下で、

（1）対象範囲：サバ、サラワク州を含む全マレーシア

（2）対象廃棄物：原則として有害廃棄物を除く固形廃棄物

（3）減量化定義：基本的には 3R で、将来的にはエコデザインや拡大生産者責任制度を指向

（4）パイロットプロジェクト：マレーシアより提案される３～５か所の範囲で選定後実施

（5）MHLG 並びにパイロットプロジェクト実施自治体による C ／ P の配置

（6）２度程度のセミナー（アジア近隣諸国参加型）、及び各プロジェクトにおいて小規模はワー

クショップを数回開催する方向で合意

　協議にはMHLGのほか、DOE、MOE、EPUからも参加が得られ、マレーシア側の積極性が感

じられ、かつステアリングコミッティーの座長は EPUが担当することとなった。

　以上のように、本案件の内容は廃棄物関連のなかで、JICAプロジェクトとしては、ゴミの減量

化を調査の主目的とする点において、最初の試みで、当方の業務の間口が広く業務内容の絞り込

みの難しさが若干懸念されたが、双方の積極的な議論中で、マレーシア型の循環型社会の構築を

めざす「プログラム」を策定するとともに、リサイクル対象物の「モノ」の流れをローカルコン

サルタントを活用してできる限り解明し、支援システムとして環境教育プログラムを他の関連機

関と連携共働して進める方向で意見の一致をみた。
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　今後、近代化と更なる経済成長を指向し、2020年に先進国の仲間入りを国是とするマレーシア

にとって、本案件を通して廃棄物問題を克服するための方針と施策を具体化することは、タイム

リーであり、本格調査を開始することは十分評価できると判断した。

　最後に事前調査を短期間のなかで、効率よく進めるため、多忙にもかかわらず、御協力いただ

いた JICAマレーシア事務所、在マレー日本大使館、MHLG、EPUそして関連機関に団員一同心

より感謝する次第である。
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